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坑廃水処理への新たな対応
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JOGMEC:鉱害防止支援事業より：http://www.jogmec.go.jp/content/300371693.pdf

発生源対策

利水点管理

パッシブト
リートメント
の導入利水点等での

水質で評価

坑廃水処理の低コスト化に向けて3つの考え方がある。

1. 従来技術の低コスト化（水処理の高度化）

2. 低コスト・低環境負荷の新技術導入（パッシブトリートメント）

3. 利水点等管理



利水点等管理ガイダンス目次
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休廃止鉱山における利水点等管理 （ガイダンス第2章1節）

• 利水点等管理とは、下流の利水点や環境基準点等で環境基準等を
満足できる鉱山において、放流口での排水基準の遵守ではなく，下流
の水質監視点等の水質などをモニタリングすることで，坑廃水の影響
を監視・管理する方法（ガイダンス第2章1節）
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鉱山放流水

堰

灌漑用水

5 km

水質監視点利水点
As=0.005 mg/L As=0.03 mg/L

水質目標
0.01 mg/L As=0.30 mg/L

比較

※河川等の一般環境に流入した坑廃水中の金属は、懸濁物質への吸着、沈殿、希釈等
の物理・化学的な影響により自然にその濃度は低減をする。この機能は、自然減衰
（Natural Attenuation）や科学的自然減衰（Monitored Natural Attenuation）と呼ばれて
いる。



実際の適用事例はあるのか？ （ガイダンス第1章・第5章）
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JOGMEC HP：http://www.jogmec.go.jp/mp_control/matsuo_mine_001.html

• 利水点等管理という言葉は使われていないが、例えば、岩手県の旧松尾鉱山で
は処理水放流後の北上川本流での水質が基準を満足することを目的に、放流水
のpH 4以上などを目標として坑廃水処理が実施されている。



利水点とは（ガイダンス第2章1節）

• 利水点等管理を検討・実施する上では、坑廃水が流入する河川において、それを利用する人及

び下流に生息する水生生物等に悪影響を及ぼさないようにすることが重要となる。

• ここで、「利水点」とは人間が河川水を利用する場所を指し、人が直接利用する河川水には、飲

用水等の一般家庭あるいはゴルフ場の散水やプールや公衆浴場などの施設で用いる上水、工

場で用いる中水、発電のための用水、水田や畑の灌漑等や畜産業に用いる農業用水、養殖場

等における養殖生物の飼育等に用いる水産用水、工業用水などが挙げられる。（中略）この利水

点を広義に捉えると、水生生物等の生息地（すなわち、点ではなく範囲）も含まれるため、このよ

うな生息地を含めて「利水点等」と呼ぶ。
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表 利水点の例



本ガイダンスの適用範囲（ガイダンス第2章2節）
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• 義務者不存在鉱山においては、坑廃水処理において排水基準に適合
をすることを求められる法的な根拠はない。

• 当該鉱山に関係する利害関係者が、新たな水質管理方法に合意をし
た場合には、当該管理方法での柔軟な対応が可能である。ここで、利
害関係者とは、地元自治体、管理者、利水者、周辺住民、産業保安監
督部等が挙げられる。

• また、坑廃水（原水）の排水基準の適合状況と下流の利水点等におけ
る環境基準等の達成状況から、利水点等管理の適用が優先的に検討
されるべき鉱山としては、排出口において排水基準を超過しているが、
下流の利水点・環境基準点等においては環境基準に適合している鉱
山が挙げられる。



該当鉱山なし

我が国におけるこれまでの検討状況（ガイダンス第3章1節）
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– 第5次基本計画時にも同様の考え方が提示されていた

「水質管理目標の弾力的運用によって坑廃水の無処理放流を目指すべき鉱山」



利水点等管理の適用フレームワーク（ガイダンス第4章1節）

1. サイトアセスメント

2. 利水点・水質監視点の検討

3. ステークホルダーとの合意形成

4. 管理モニタリング

5. 管理基準値等の見直し
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鉱山
放流水

堰

灌漑用水

5 km

利水点

水質監視点

As=0.005 mg/L As=0.03 mg/L
水質目標
0.01 mg/L

As=0.30 mg/L



利水点等管理の適用フレームワーク（ガイダンス第4章1節）

法律上、利水点管理
の導入を妨げるもの
はないが、関係者間
の合意が一番重要

基準超過
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河川

水質監視点

② 利水点・水質監視点の検討

利水点等管理を導入するか？

③ 管理・定期的なモニタリング

① サイトアセスメント
利水点等の把握

④ 水質目標等の
見直しの検討

水質目標以内か？

(f)ステーク
ホルダーと
の対話

・坑廃水の水質・水量
・坑廃水流入河川の水質・流量・利用
・周辺の産業，土地利用，人口等

今まで通りの管理
導入しない

導入する

超過 適合

坑廃水
処理施設

処理水

利水点 （a）利水点等管理の守るべき対象を決める
（b）利水点の地点設定

（c）利水点-水質目標値の設定
（d）水質監視点の地点設定
（e）水質監視点-水質目標値の設定

利水点での
元素濃度の環境基準等達成

状況の確認

適用可能性は低いが、バッ
クグラウンド濃度の影響も考
えられるため、適用を検討す
るためには周辺河川の濃度
も含めた詳細な評価が必要基準適合

利水点等管理導入



①サイトアセスメント（ガイダンス第4章2節）
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サイトアセスメントでは、利水点等管理の検討を進める上で必要となる基本的な情報を
収集する。

情報 具体的な内容 活用方法
坑廃水の水質・水量 ・坑廃水（原水及び処理水）の水質・

水量について10〜20年分のデータ
・坑廃水の経年変化状況

・利水点や水質監視点における対象
物質の選出や濃度推計

坑廃水が流入する河川
の水質や水量

・坑廃水が流入する河川の上流側、
下流側の流量や濃度

・当該河川に環境基準点があれば、
当該地点における対象物質濃度

・利水点管理が想定される河川の状
況把握。

利水状況 ・水道水源の有無
・工業用水の有無
・農業用水の有無
・水産用水の有無
・発電用水の有無
・漁業者の有無

・遊漁の有無

・利水点の位置の検討

・利水点等管理におけるステークホ
ルダーの検討

周辺の産業・土地利用
等の情報

・主要産業の情報の整理 ・利水点等管理におけるステークホ
ルダーの検討

周辺自治体・住民との
対話状況

・これまでの自治体・住民との対話状
況の整理

・過去の鉱害の有無

・これまでのステークホルダーとの対
話状況の把握

その他 ・下流河川での生態影響調査結果

・長期的な坑廃水濃度予測



②利水点・水質監視点の検討（ガイダンス第4章3節）
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水質監視点
処理水

坑廃水
河川

流向

利水点

利水点－水質目標値

水質監視点－水質目標値

利水点-水質目標値を
達成できるように設定

図5-2．利水点及び水質監視点と水質監視点における水質目標値の設定

（a）利水点等管理の目標設定
（b）利水点の地点設定
（c）利水点-水質目標値の設定
（d）水質監視点の地点設定
（e）水質監視点-水質目標値の設定
（f）ステークホルダーとの対話

利水点・水質監視点の検討やその導入の判断においては、ステークホルダーとの対
話、合意形成が必要である。本節では、本フレームワークで最も重要となる②利水
点・水質監視点の検討の手順案を紹介する。
利水点・水質監視点の検討は以下の（a）～（f）の手順で行う。なお、以下、利水点及
び利水点等を区別せずに、利水点と呼ぶ。

なにを守るの？
・人健康
・生態系、
・農作物
・魚？

どこを守るのか？

どこで監視をする
の？



a. 坑廃水（原水）の元素濃度（mg/L）

• 鉱山データから取得
b. 坑廃水（原水）の水量(m3/min)

• 鉱山データから取得
c. 利水点等における流量(m3/min)

• モデルによる推定（例えば、AIST-SHANELによる低水流量推定値（産総研から
提供が可能））

• 集水面積から渇水流量を推定可能（Q=0.008×A0.941 *1）

＊１ 国土交通省 2017 『正常流量検討の手引き（案）』

=
𝑎𝑎 × 𝑏𝑏
𝑐𝑐

利水点等での元素濃度

②利水点等における濃度の推定方法例（ガイダンス第4章3節）



③管理・モニタリング及び水質目標等の見直し（ガイダンス第4章4節）

• ②の「利水点・水質監視点の検討」で設定した水質監視点において、金属濃度等
の水質のモニタリングを実施する。

• 水質監視点での水質モニタリング

– 少なくとも開始後の１～２年は１ヶ月〜２ヶ月に１回以上実施し、季節変動を
把握することを推奨する（本ケースは、利水点等管理の導入前後において坑
廃水処理の方法等に変化がある場合も含む）。その後、水質監視点におけ
る水質の変動が十分に把握でき、水質監視点-水質目標値を問題なく達成
する場合は、年に3～4回程度の頻度で良い。

– 利水点等管理の導入前後において坑廃水処理の方法等に変化がない場合
でかつ利水点等管理の開始前に上記と同等の頻度で水質監視点における
水質モニタリングが実施されている場合には、水質監視点-水質目標値の達
成状況を確認し、問題ない場合には利水点等管理開始時点から年に3～4回
程度の頻度でよい。

• 利水点での水質モニタリング

– 年に3～4回程度は実施し、利水点-水質目標値を達成できているかを確認す
る。これらの結果から、達成が難しい場合は、管理方法や水質目標値の見
直す必要がある。
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利水点管理導入方法とメリット/課題（ガイダンス第5章2節）
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導入方法（例/案） 概要

排水基準強化時における
対応

• 将来、任意の金属元素等に対して水質環境基準が設定された場合に、新たに排
水基準が設定されたり、強化されたりされる可能性がある。

• 例えば、亜鉛の場合は、水生生物の保全に係る水質環境基準が全亜鉛に対し
て2003年に設定され、その維持達成を図るために、一律排水基準が5 mg/Lから
2 mg/Lに強化された。

• 利水点等において、強化された水質環境基準が満たされている等の場合は、義
務者不存在の鉱山においては、坑廃水処理方法の変更等を行って排水基準を
満たす必要は必ずしもないため、利水点等管理の考え方を適用すれば、より実
態に即した合理的な管理が実施できる。

冬季や豪雨時の

モニタリングポイントの変
更

例１：冬季や大雨時のモニタリング
は利水点等のみで実施等

例２：通常時は通常の坑廃水処理
を継続、大雨時等の一時的な水質
悪化時は利水点管理で評価

• 積雪時や豪雨等で坑廃水処理施設付近への移動に困難が伴う場合に、利水点
等管理において設定される水質監視点のような地点を設定し、その地点の水質
をモニタリングすることで、坑廃水の影響を評価することも可能である。実際に、
冬季に坑廃水処理施設への移動が困難な場合や積雪によって放流水が採取で
きない場合において、坑廃水処理水が流入する下流に地点を設定し、水質監視
を行っている事例もある。

• 利水点管理の評価を事前にすることで、集中豪雨等による水質への影響につい
て、処理坑廃水ではなく、利水点での評価が可能となる

坑廃水処理施設の更新
やパッシブトリートメント導
入検討時

• 坑廃水処理施設の更新時やパッシブトリートメントの導入検討時において、利水
点管理の概念と合わせることで、より柔軟な坑廃水管理の導入が可能となる。例
えば、パッシブトリートメント導入時においては、処理能力は流量や気温等も含め
て様々な条件に左右される。常時、坑廃水処理において排水基準適合を目指し
た場合、設計においては安全側の設計とした場合、膨大な面積が必要になり、結
果として導入できないケースも考えられる。このような場合、利水点管理の概念と
組合せることで、坑廃水出口における排水基準管理ではなく、利水点-水質目標
値の管理の導入により、より柔軟な施設/設備設計が可能となる。



QA
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コメント 回答
「利水点管理を導入・坑廃水処理を継続」(p.7の導
入方法3番目)について、例１で大雨時一時的な評価

水質悪化時は利水点管理で評価とあるが、通常時
でも利水点管理で水質を管理してもよいものなので
しょうか。

通常時、大雨時、両方に適用可能な概念です。通常
時でも利水点等で水質を監視・管理するという方法
でも問題ありません。

「義務者不存在鉱山の坑廃水処理において排水基
準に適合することを求められる法的根拠はない」と
の説明でしたが、詳細を教えていただきたい。義務
者存在鉱山の場合にはどういう法的基準があるの
か、また義務者存在鉱山には法的基準があるのに
義務者不存在鉱山は本当にその基準値を守る必要
はないのかといったところをご教授いただきたい。

義務者存在鉱山、つまり鉱業権者が現存する鉱山
においては、鉱業権者に対して、排水基準に適合す
ること等の鉱害防止に必要な措置を講じる義務があ
ると鉱山保安法において定められています。

一方、鉱業権者が存在しない義務者不存在鉱山に
おいては、鉱山保安法上の義務を履行する者が存
在しないため、排水基準に適合することを求められ
る法的根拠はありません。

なお、地方公共団体が実施する鉱害防止工事（坑廃
水処理）等に対しては、国から補助金を交付しており、
地方公共団体が交付申請に際し、当該補助事業の
目標水質として排水基準としている場合は、補助事
業の目的を達成するため、排水基準に適合する等、
鉱害防止に努める必要があります。

「利水点管理導入方法とメリット／課題」(p.7)で、課
題が２つだけで他にないのかが気になった。

課題は現場ごとに色々あると思います。これは、これ
までの我々の経験からくる課題なので、皆様のご意
見を頂いたうえで、個別毎に対応ができればと思っ
ております。



QA2
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コメント 回答
・実施するにあたり、誰にどのよう
に相談すれば良いか？

最後にある問い合わせ先をご参照ください。
具体的には、制度的な部分については、経済産業省 産業保安グループ 鉱
山・火薬類監理官付に、
利水点・水質監視点、水質目標値等の設定、ステークホルダーとの対話につ
いては、産業技術総合研究所に問い合わせください。

・基準点・管理基準は誰が決める
のか？

最終的には、休廃止鉱山の管理者（義務者不存在の場合は自治体）になり
ます。
一方で、設定には専門的な知見やステークホルダーとの協議等も必要になっ
てきますので、必要に応じて専門家によるレビュー、第３者委員会による答申
等を参考に設定を頂くのが良いかと思います。
具体的な内容の相談については、お気軽に産業技術総合研究所／経済産
業省までご連絡ください。

・利水点管理を実施した後のトラブ
ル対応やメンテナンスは、誰がど
のように行うのか

最終的には、休廃止鉱山の管理者（義務者不存在の場合は自治体）の責任
の下、行うことになります。
具体的なご相談については産業技術総合研究所／経済産業省までご連絡く
ださい。

・第三者委員会云々と書いていま
すが、こちらについても、だれが委
員会を設置するのか

最終的には、休廃止鉱山の管理者（義務者不存在の場合は自治体）になり
ますが、その導入については、色々支援が可能です。具体的な内容の相談
については、お気軽に産業技術総合研究所／経済産業省までご連絡くださ
い。



本ガイダンスに関する問い合わせ先

経済産業省 産業保安グループ 鉱山・火薬類監理官付

〒100-8912 東京都千代田区霞が関１丁目３番１号

TEL：03-3501-1870

本ガイダンスに関する技術的な事項に関する問い合わせ先

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

環境調和型産業技術研究ラボ 社会実装チーム

担当：保高徹生・岩崎雄一

連絡先：M-ToiawaseMineAist-ml@aist.go.jp
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